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     八王子市住居等における物の堆積等に起因する不良な生活

環境の改善に関する条例設定について 

 

 八王子市住居等における物の堆積等に起因する不良な生活環境の改善に関する

条例を次のとおり設定するものとする。 

 

  平成３１年２月２５日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

   八王子市住居等における物の堆積等に起因する不良な生活環境の改善に関

する条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、住居等における物の堆積又は放置に起因する不良な生活環

境の発生を防止するとともに、それを改善するための支援及び措置に関し必要

な事項を定めることにより、安全で快適な生活環境を確保することを目的とす

る。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

 ⑴ 住居等 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定す

る建築物（人の居住の用に供するものに限る。）及びその敷地をいう。 

 ⑵ 不良な生活環境 住居等における物の堆積又は放置に起因するねずみ、害

虫若しくは悪臭の発生又は火災発生のおそれ等により近隣における生活環境

に著しい支障が生じている状態をいう。 

 ⑶ 居住者等 住居等の居住者、所有者又は管理者をいう。 

 ⑷ 支援 第９条第１項の規定による情報の提供、助言その他の必要な支援及



び同条第２項の規定による排出、収集、運搬、処分その他の支援をいう。 

 ⑸ 措置 第１０条の規定による指導及び勧告、第１１条の規定による命令、

第１２条の規定による代執行並びに第１３条の規定による必要な最小限度の

措置をいう。 

 （市の責務） 

第３条 市は、住居等における不良な生活環境の改善に資する対策を実施するも

のとする。 

２ 市は、地域住民等と相互に協力し、地域の良好な生活環境を確保するための

対策を実施するものとする。 

 （市民の責務） 

第４条 市民は、自らが居住する地域の良好な生活環境を確保するため、市が実

施する対策に協力するよう努めなければならない。 

 （居住者等の責務） 

第５条 居住者等は、自らが居住し、所有し、又は管理する住居等が不良な生活

環境とならないよう適正な管理に努めなければならない。 

２ 居住者等は、自らが居住し、所有し、又は管理する住居等が不良な生活環境

となった場合は、速やかにその状態を改善しなければならない。 

３ 居住者等は、自らが居住し、所有し、又は管理する住居等が存する地域の良

好な生活環境を確保するため、市が実施する対策に協力するよう努めなければ

ならない。 

 （調査及び報告） 

第６条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、住居等における物の堆

積等の状態、当該住居等の使用若しくは管理の状況又は所有関係その他必要な

事項について、調査をし、又は当該住居等の居住者等その他の関係者に対し報

告を求めることができる。 

２ 市長は、この条例の施行に必要な限度において、この条例に基づく事務以外

の事務のために利用する目的で保有する住居等又は居住者等に関する情報であ

って市規則で定めるもの（以下「保有情報」という。）を利用することができ

る。 

３ 市長は、この条例の施行に必要な限度において、関係機関等に対し、住居等



又は居住者等に関する情報の提供を求めることができる。 

 （調査結果等の提供） 

第７条 市長は、支援を行うに当たって必要があると認める場合は、市規則で定

める関係機関等に対し、当該支援の実施に必要な範囲内で、前条の調査又は報

告の結果を提供することができる。 

２ 市長は、支援を行うに当たって必要があると認める場合は、前項の関係機関

等に対し、当該支援の実施に必要な範囲内で、保有情報を提供することができ

る。 

３ 第１項の規定により調査又は報告の結果を提供された者及び前項の規定によ

り保有情報を提供された者は、正当な理由なく、知り得た情報を漏らしてはな

らない。 

 （立入調査等） 

第８条 市長は、措置の実施に必要な限度において、市長が指定する職員に不良

な生活環境にあると認める住居等に立ち入り、その状態を調査させ、又は当該

住居等の関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定による立入調査又は質問を行う職員は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入調査又は質問の権限は、犯罪捜査のために認められ

たものと解釈してはならない。 

 （支援） 

第９条 市長は、住居等における不良な生活環境の発生の防止及び改善を図るた

めに必要があると認める場合は、当該住居等の居住者等に対し、生活保護法

（昭和２５年法律第１４４号）、介護保険法（平成９年法律第１２３号）その

他の法令（条例等を含む。）の規定に基づく手続等に関する情報の提供、助言

その他の必要な支援を行うものとする。 

２ 市長は、住居等における不良な生活環境を居住者が自ら改善することが困難

であると認める場合は、当該住居等における不良な生活環境の原因となってい

る物のうち、一般廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法

律第１３７号）第２条第２項に規定する一般廃棄物（事業活動に伴って生じた

ものを除く。）をいう。以下同じ。）に該当するものの排出、収集、運搬、処



分その他の支援を行うことができる。 

３ 市長は、前項の支援の全部又は一部を、第三者に行わせることができる。 

４ 市長は、第２項の支援を行おうとする場合は、あらかじめ、居住者に対し必

要な説明を行い、その同意を得なければならない。 

５ 市長は、第２項の規定により自ら一般廃棄物の処分を行う場合は、当該一般

廃棄物を臨時に排出されるごみの処分とみなして、八王子市廃棄物の処理及び

再利用の促進に関する条例（平成５年八王子市条例第１８号）第４４条、第４

５条及び別表の規定を適用する。 

６ 市長は、第３項の規定により支援の全部又は一部を第三者に行わせる場合は、

その費用を当該支援を受けた者から徴収する。 

７ 次の各号のいずれかに該当するときは、前２項の規定は適用しない。 

 ⑴ 第２項の支援を受けた者が、生活保護法に基づく保護を受けている又は中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）に基づく支援

給付を受けているとき 

 ⑵ 市長が特別の事情があると認めるとき 

 （指導及び勧告） 

第１０条 市長は、住居等が不良な生活環境にあると認めるときは、当該住居等

の居住者（居住者を確知することができない場合は、当該住居等の所有者）に

対し、不良な生活環境を改善するために必要な指導を行うことができる。 

２ 市長は、前項の規定による指導をした場合において、当該住居等における不

良な生活環境が改善されないと認めるときは、当該指導を受けた者に対し、期

限を定めて、不良な生活環境の原因となっている物の適切な処分その他の当該

不良な生活環境を改善するために必要な対策（以下「改善対策」という。）を

行うよう、書面により勧告することができる。 

 （命令） 

第１１条 市長は、前条第２項の規定による勧告を受けた者が、正当な理由なく

その勧告に従わないときは、期限を定めて、当該勧告に係る改善対策を行うよ

う、書面により命ずることができる。 

２ 市長は、前項の規定による命令をしようとするときは、あらかじめ第１５条



第１項に規定する審議会に諮問しなければならない。 

 （代執行） 

第１２条 市長は、前条第１項の規定による命令を受けた者が、正当な理由なく

同項の期限までに当該命令に従わない場合において、他の手段によって当該命

令に係る改善対策の履行を確保することが困難であり、かつ、その不履行を放

置することが著しく公益に反すると認めるときは、行政代執行法（昭和２３年

法律第４３号）の定めるところにより、自ら当該改善対策を行い、又は第三者

にこれを行わせ、その費用を当該命令を受けた者から徴収することができる。 

２ 市長は、前項の規定による代執行をしようとするときは、あらかじめ第１５

条第１項に規定する審議会に諮問しなければならない。 

 （緊急措置） 

第１３条 市長は、不良な生活環境にある住居等において物の堆積等が市民の生

命、身体又は財産に重大な危害を及ぼし、又は及ぼすおそれがあり、緊急に対

応する必要があると認めるときは、必要な最小限度の措置を講ずることができ

る。 

２ 前項の措置を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求が

あったときは、これを提示しなければならない。 

 （対策会議） 

第１４条 住居等における不良な生活環境の改善に資する対策を推進するため、

市に物の堆積等に起因する不良な生活環境の改善に関する対策会議（以下「対

策会議」という。）を置く。 

２ 対策会議は、住居等における不良な生活環境の改善に資する対策の検討及び

実施について協議する。 

３ 前項に定めるもののほか、対策会議に関し必要な事項は、市規則で定める。 

 （審議会） 

第１５条 市長の附属機関として、八王子市物の堆積等に起因する不良な生活環

境の改善に関する審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、答申す

る。 

 ⑴ 第１１条に規定する命令に関すること 



 ⑵ 第１２条に規定する代執行に関すること 

３ 市長は、不良な生活環境の改善に関することについて、必要があると認める

ときは、審議会に意見を聴くことができる。 

４ 審議会は、委員８人以内をもって組織する。 

５ 審議会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 ⑴ 学識経験者 

 ⑵ 公共的団体等の役員及び職員 

 ⑶ 民生委員 

 ⑷ 関係行政機関の職員 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

６ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合におけ

る補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

７ 審議会に会長を置き、委員の互選により定める。 

８ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

９ 会長に事故があるとき、又は欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員

がその職務を代理する。 

１０ 審議会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

１１ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

１２ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

１３ 委員は、自己の利害に関係する議事に関与することができない。 

１４ 審議会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退

いた後も、同様とする。 

１５ 審議会の庶務は、資源循環部において処理する。 

１６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

市規則で定める。 

 （罰則） 

第１６条 正当な理由なしに、第８条第１項の規定による立入調査を拒み、妨げ、

又は忌避した者は、３万円以下の過料に処する。 

２ 第１１条第１項の規定による命令に違反した者は、５万円以下の過料に処す



る。 

 （委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、市規則で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、第１６条の規定

は、同年７月１日から施行する。 

 （非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年八王子

市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 市の常勤の職員が特別職の職員を兼ねる

場合には、当該常勤の職員に対しては、こ

の条例による報酬は支給しない。ただし、

別表第１中第７号及び第８６号に掲げる特

別職の職員を兼ねる場合は、この限りでな

い。 

２ 市の常勤の職員が特別職の職員を兼ねる

場合には、当該常勤の職員に対しては、こ

の条例による報酬は支給しない。ただし、

別表第１中第７号及び第８５号に掲げる特

別職の職員を兼ねる場合は、この限りでな

い。 

  

別表第１（第２条、第５条関係） 別表第１（第２条、第５条関係） 

 番号 区分 報酬の額（円） 費用弁

償の額 

  番号 区分 報酬の額（円） 費用弁

償の額 

 

 （略） （略） （略）  （略）   （略） （略） （略）  （略）  

 ５７ （略） （略）     ５７ （略） （略）    

 ５８ 物の堆積等

に起因する

不良な生活

環境の改善

に関する審

議会 

日額 12,000          

 ５９ （略） （略）     ５８ （略） （略）    

 ６０～

９２ 

（略） （略）     ５９～

９１ 

（略） （略）    

備考 （略） 備考 （略） 

  

  
 

 

 

 




